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労 働

（１）雇用形態別有業者数構成比（平成

24 年、平成 29 年）

平成24年就業構造基本調査による雇

用者は 184,800 人で、そのうち、正規

の職員・従業員が 114,400 人で全体の

61.9％を占めています。パート・アル

バイトは 44,000 人で 23.8％、契約社

員・嘱託は 14,300 人で 7.7％となりま

した。

平成 29 年調査の結果では、雇用者は

213,000 人となり、その中で正規の職

員・従業員は 129,800 人と前回調査と

比べると増加しました。全体に占める

割合は 60.4％と減少しました。パー

ト・アルバイトは 47,000 人で割合は

22.1％となり、前回調査より減少しま

した。契約社員・嘱託は 14,300 人から

14,400 人となり、増加しました。

（表 11－2）

資料：就業構造基本調査

（２）求人状況等（年度別）

令和３年度の岡崎公共職業安定

所管内（岡崎市及び幸田町）の求

人数は 30,320 人となり、前年度よ

り 3,714 人増加しました。求職数

は前年度より 1,175 人減少し

12,760 人に、就職数は前年度より

108人増加し3,892人になりました。

求職数は減少の傾向が続いてお

り、昨年度は 10年振りに増加に転

じたものの、今年度は再び減少と

なりました。

（表 11－5） 資料：岡崎公共職業安定所
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１１-１ 就業状態・就業希望意識・就業希望の有無・求職活動の有無別

総数 有 業 者
（15歳以上 総数 仕事が 仕事は従な者 就業希望意識

人口） （有業者） 主な者 総数 家事が 通学が 家事・ 継続就業 追加就業 転職
主な者 主な者 通学 希望者 希望者 希望者

以外が
主な者

平成19年 309,400 201,100 163,600 37,500 30,500 4,200 2,800 167,500 9,400 14,900

平成24年 318,300 198,700 165,900 32,000 26,300 3,500 2,200 162,100 9,200 21,400

平成29年 343,200 229,300 184,600 44,700 37,900 3,600 3,200 181,500 15,700 21,100

資料：就業構造基本調査
注１：結果数値は、線型推定を行った上で、さらに10月1日現在の地域区分、男女、年齢階級、単身・非単身別の
注２：掲載表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しており、また、総数に分類不能・不詳等の数値を含むた

年 別

１１-２ 従業上の地位・雇用形態別有業者数

総数 自営業主 家族

（有業者） 総数 雇人の 雇人の 内職者 従業者 総数 会社など

ある業主 ない業主 雇用者 の役員

比率

(％)

平成19年 201,100 13,800 5,000 8,000 800 2,600 184,000 91.5 13,000

平成24年 198,700 13,400 4,900 8,200 300 600 184,800 93.0 4,400

平成29年 229,300 14,600 4,000 10,000 700 1,400 213,000 92.9 13,600

資料：就業構造基本調査
注１：結果数値は、線型推定を行った上で、さらに10月1日現在の地域区分、男女、年齢階級、単身・非
注２：掲載表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しており、また、総数に分類不能・不詳等の数値を

年 別

１１-３ 産業別有業者平均年齢

総数 第１次産業 第 ２ 次 産 業

農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 電気・ 情報 運輸業

うち うち うち うち うち ガス・ 通信業

食料品・ 繊維工業 化学 金属工業 機械工業 熱供給・

飲料・ ・繊維 諸工業 水道業

たばこ 製品

製造業 製造業

平成19年 43.2 60.9 - - 53.8 48.3 40.4 43.2 44.8 44.5 46.3 38.4 36.7 33.7 41.6

総数 第１次産業 第 ２ 次 産 業

漁業 鉱業， 建設業 製造業 電気・ 情報 運輸業，

採石業 うち うち うち うち うち ガス・ 通信業 郵便業

砂利採 食料品・ 繊維工業 化学 金属工業 機械工業 熱供給・

取業 飲料・ 諸工業 水道業

たばこ

製造業

平成24年 43.4 - - 44.4 40.7 47.6 39.3 43.6 40.5 39.1 50.0 42.1 47.3

平成29年 44.2 - - 47.3 41.3 44.5 45.3 42.1 48.7 40.2 52.5 41.2 43.4

資料：就業構造基本調査
注１：結果数値は、線型推定を行った上で、さらに10月1日現在の地域区分、男女、年齢階級、単身・非単身別の人口を基準人口とする比推定
注２：掲載表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しており、また、総数に分類不能・不詳等の数値を含むため、総数と内訳の合計とは必ずし

61.7

年 別

年 別

農業，林業

64.6
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１５歳以上人口
各年10月1日現在（単位：人）

無 業 者
総数 その他 就業希望の有無

就業休止 （無業者） 無業者 就業希望者 非就業
希望者 比率 総数 求職者 非求職者 希望者

(％) 就業 求職者
希望者 比率

比率 (％)

(％)

8,300 108,300 35.0 54,600 20,800 32,600 25,700 23.8 12,200 11.2 13,600 82,200

5,200 119,600 37.6 53,200 20,200 46,100 24,800 20.7 10,300 8.6 14,500 94,500

8,800 113,900 33.2 53,400 19,400 41,100 21,300 18.7 8,600 7.5 12,800 92,200

人口を基準人口とする比推定によった。
め、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない。

家事を
している者

通学
している者

各年10月1日現在（単位：人）

雇 用 者 （別掲）

会社などの役員を除く雇用者 雇用者に占める

（再掲）雇用形態 比率（％）

総数 一般 臨時雇 日雇 正規の パート アル 労働者 契約社員 その他 正規の パート

常雇 職員・ バイト 派遣事業 ・嘱託 職員・ ・アル

従業員 所の派遣 従業員 バイト

社員

171,000 152,700 16,900 1,400 111,200 29,000 11,700 7,100 8,600 3,300 60.4 22.1

180,400 * * * 114,400 30,200 13,800 5,000 14,300 2,700 61.9 23.8

199,400 * * * 129,800 33,500 13,500 7,400 14,400 800 60.9 22.1

単身別の人口を基準人口とする比推定によった。
含むため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない。

各年10月1日現在（単位：歳）

第 ３ 次 産 業 分類不能

卸売・小売業 金融・ 不動産業 飲食店，宿泊業 医療， 教育， 複合 サービス業 公務 の 産 業

総数 卸売業 小売業 保険業 う ち 福祉 学習 サービス うち生活 うち事業

飲食店 支援業 事業 関連サー サービス

ビ ス 業 業

45.1 45.4 45.1 39.3 64.6 38.8 36.6 41.9 41.6 45.9 46.1 52.1 45.4 43.9 40.5

第 ３ 次 産 業 分類不能

卸売・小売業 金融・ 不動産業 宿泊業， 医療， 教育， 複合 学術研究， 生活関連 サービス業 公務 の 産 業

総数 卸売業 小売業 保険業 物品賃貸 飲食サー う ち 福祉 学習 サービス 専門・技術 サービス うち生活 （他に分 うち事業

業 ビス業 飲食店 支援業 事業 サービス業 業，娯楽 関連サー 類されな サービス

業 ビス業 いもの） 業

44.2 44.7 44.0 47.3 43.4 43.8 40.4 42.4 43.0 44.0 42.1 41.0 41.0 48.1 45.7 42.8 47.4

46.6 49.3 46.0 41.2 49.7 41.7 39.5 43.9 48.5 35.5 46.1 47.1 50.2 47.3 47.2 43.3 42.3

によった。
も一致しない。
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１１-４ 一般世帯・単身世帯・世帯所得別世帯数

総数 100万円 100万円 200万円 300万円 400万円
未満 ～ ～ ～ ～

199万円 299万円 399万円 499万円

一般世帯 95,000 1,100 2,400 4,800 9,900 10,200

単身世帯 41,300 5,400 9,100 8,200 9,000 4,200

一般世帯 103,000 2,100 5,500 11,700 10,000 11,200

単身世帯 40,400 6,400 10,300 8,100 6,400 3,700

一般世帯 114,300 2,300 2,700 9,500 11,100 11,900

単身世帯 47,800 4,700 6,300 8,700 8,100 7,000

資料：就業構造基本調査
注１：結果数値は、線型推定を行った上で、さらに10月1日現在の地域区分、男女、年齢階級、単身・非単
注２：掲載表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しており、また、総数に分類不能・不詳等の数値を

平成29年

区分・年別

平成19年

平成24年

１１-５ 求人状況等（年度別）
（単位：人）

項目

区分 年度

平成29年度 13,206 36,178 4,842 2,691 1,266 134 4,091 11.3

30 12,881 32,692 4,390 2,397 1,128 128 3,653 11.2

令和元年度 12,841 31,413 4,192 2,442 1,156 169 3,767 12.0

令和２年度 13,935 26,606 3,784 2,294 935 132 3,361 12.6

令和３年度 12,760 30,320 3,892 2,288 1,033 117 3,438 11.3

平成29年度 23 20 23 4 - - 4 20.0

30 18 8 18 2 2 - 4 50.0

令和元年度 15 8 15 3 - - 3 37.5

令和２年度 20 7 20 4 - - 4 57.1

令和３年度 13 9 13 - - - - 0.0

平成29年度 926 1,374 925 304 220 40 564 41.0

30 968 1,583 968 318 301 50 669 42.3

令和元年度 939 1,645 938 319 338 80 737 44.8

令和２年度 904 1,201 903 312 146 65 523 43.5

令和３年度 833 1,118 833 292 229 40 561 50.2

平成29年度 12,257 34,784 3,894 2,383 1,046 94 3,523 10.1

30 11,895 31,101 3,404 2,077 825 78 2,980 9.6

令和元年度 11,887 29,760 3,239 2,120 818 89 3,027 10.2

令和２年度 13,011 25,398 2,861 1,978 789 67 2,834 11.2

令和３年度 11,914 29,193 3,046 1,996 804 77 2,877 9.9

資料：岡崎公共職業安定所
注 ：管轄区域内（岡崎市及び幸田町）の数値

管内充足
総数

(A)+(B)+(C）

中
学

総
数

一
般

充足率
（％）

求職数 求人数 就職数

高
校

管内事業所へ
充足（A)

自県内から
充足（B)

他府県から
充足（C)

１１-６ 労働組合の状況（年別）
各年6月30日現在

組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数

平成30年 92 29,834 85 25,766 - - X 498 X 48 3 3,522

令和元年 93 31,107 85 26,211 - - X 569 X 50 X 4,277

令和２年 92 31,455 84 26,743 - - X 530 X 43 X 4,139

令和３年 87 30,444 83 26,392 - - X 553 X 54 X 3,445

令和４年 90 30,861 82 26,624 - - X 525 X 43 X 3,669

資料：愛知県労働局労働福祉課
注１：連合体及び協議体組織を除く単位扱・単位組織組合数である。
注２：組合数が１又は２の場合、秘匿処理として「X(エックス）」で表示

行労法総 数
年 別

労働組合法 国家公務員法 地方公務員法地公労法



- 123 -

各年10月1日現在（単位：世帯）

世 帯 所 得
500万円 600万円 700万円 800万円 900万円 1000万円 1250万円 1500万円

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 以上
599万円 699万円 799万円 899万円 999万円 1249万円 1499万円

10,600 7,600 7,500 7,400 8,000 10,800 6,900 5,700

2,100 1,500 500 400 400 - - -

10,800 11,200 8,600 8,200 5,800 9,400 3,400 3,200

1,900 100 800 1,300 - 200 300 -

15,800 11,900 7,800 9,800 6,800 10,400 4,000 6,500

3,700 1,800 1,300 700 1,100 500 - 400

身別の人口を基準人口とする比推定によった。
含むため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない。

１１-７ 勤労文化センタ－利用状況（年度別）
（単位：件,人）

件数 人数 件数 人数 件数 人数

平成29年度 184 16,740 1,919 43,307 2,103 60,047

30 207 19,254 1,898 43,502 2,105 62,756

令和元年度 177 17,847 1,756 40,832 1,933 58,679

令和２年度 62 4,585 392 6,416 454 11,001

令和３年度 * * * * * *

資料：商工労政課
注 ：令和３年４月１日、産業人材支援センター（羽根町）と統合し中小企業・勤労者支援

センター（羽根町）に。

年 度
ホ ー ル 集会室等 計

１１-８ 中小企業・勤労者支援センタ－利用状況（年度別）
（単位：件、人）

件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数

令和３年度 1,060 10,896 343 1,814 1,130 14,192 2,533 26,902

資料：商工労政課
注 ：令和３年４月１日、勤労文化センター（美合町）と産業人材支援センター（羽根町）の機能が統合し中小

企業・勤労者支援センター（羽根町）に。

年 度
本館棟 計専門実習棟 多目的実習棟




